


























































本研究の経緯 

日本母性保護医協会では,昭和 55 年度から自主的に妊産婦死亡例の全国支部組織を通じて

の登録・集計を行ってきたが,昭和 59 年度と 60年度の 2年間にわたって厚生省の心身障害

研究費の交付を受け,昭和55年より57年までの3年分の登録症例約90例につき,徹底的に

集計・分析を行うことができた。これについては,昭和 60 年度の母子保健システムの充実

に関する研究班の研究報告書に詳細に記述した。なお昭和 58 年以後の症例の収集に対して

は,日本母性保護医協会内の支部組織中に直接担当者を任命して,漏れない症例の把握につ

とめた。全国支部の担当者連絡会議も数回開催して情報の交換や症例収集のための隘路の

打開に関するディスカッションを行った。 

昭和 61 年度より,〔産科管理における環境因子に関する研究〕班の一部として本研究が再

スタートすることになり,目標を具体的な妊産婦死亡防止対策の樹立に置くことにし,その

ための基礎データになる妊産婦死亡症例は昭和 58 年以後の発生症例の報告をできる限り

数多く収集につとめることとした。その結果,後述するように,この 3年分については過去

の実績を遥かに上回る高率の回収を得ることができた(昭和 63年度末までに約 460 例の報

告がよせられている)。 

これらのデータの集計分析をコンピューターを用いて行っているが,またそれと平行して

研究協力者全員による個別の症例の死因と死亡の背景の検討を継続して行った。これに使

用するために,調査票の膨大な内容を要約し,その死亡が防止し得る種類のものであるか否

かの判断に用いる資料となる症例要約表も作成した。これによる個別事例検討を3年間で

309 例について終了した。一方,妊産婦死亡防止対策上必要な母体救急システムについて全

国各地域の体制整備状況のアンケート調査を行い,貴重な資料を得た。 

資料 1,妊産婦死亡調査システム図 

この図のごとき流れで各地の母体死亡発生の情報をキャッチして調査票を担当者を通じて

記入,本部へ送付するシステムを固めている。 

資料 2.妊産婦死亡症例登録状況一覧 

平成元年 1月 31 日現在の登録数を各支部別に示す。 

資料 3.妊産婦死亡症例要約表 

ここに示すような要約表を事例ごとに作成し,研究協力者全員で個別の事例検討を行って

いる。この検討会は 3年間に計 18 回実施した。 

資料 4.上記要約表による集計結果の一部 

集まった調査表のうち 309 例についての要約表からの集計の結果を示す。 

資料 5.母子救急医療体制に関するアンケート調査結果 



昭和 63 年 8 月に実施した上記アンケート調査の集計結果を示す。 


